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貿易契約の標準化 方法と現状
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1．わが国の輸出貿易契約の実態
1）最近におげる輸出クレームの増加
　わが国の輸出貿易額はここ数年急速に伸びてきたが，これに比例して輸出ク
レームの増加もいちじるしい。次表は最近10年問におけるクレームの推移を輸
出額との関係でとらえようとするものである。昭和40年の輸出クレーム金額お
よび総輸出額をそれぞれ100とすると，昭和46年までの伸率はいずれの年も前
者の方が夫きいことがわかる。また，総輸出額に対するクレーム金額の割合は，
同期間中大体018～028％である。貿易関係外取引の管理に関する省令（昭和
38年通商産業省令第49号）の改正により，昭和47年3月10日から「1，000米ドル相
当額以内」の対外支払は原則とLて自由化され，同年11月20日からはr3，000
米ドル相当額以内」に自由化の範囲が拡犬されたが，昭和48年12月22日から自
由化範囲は再びr1，000米ドル以内」に引下げられた。したがって，次表の損
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最近10年間におげる輸出クレームの推移
　　　　輸出クレーム　　クレーム伸率　　　わが国の総輸出額　　　クレーム
　　　　　　　　　　　　（40年＝100）　　　　　　　　　　　　　金額㈹
　　　　件数（轍）件数金額高繍（島一濡）総輸崇額㈲
40年　　9．465　15．350　100．0　100．0　8，45工，742
41年　　11．567　24．933　122．2　162．4　9，776，391
42年　　11．862　29．368　125．3　工91，3　10，441，572
43年　　13．701　36．680　1μ．8　239，0　12，971，662
44年　　17．359　34．832　183．4　226，9　15，990，014
45年　　18．205　44，036　ユ9Z3　286，8　19，317，687
46年　　工7．619　54．780　186．5　356，8　24，084，777
47年　　14．618　81，108
48角≡　　　11．209　　74，294
49年　　12．661　81，048
28，591，工44
36，929，971
55，535，755
100．O
115．
123．5
153．5
89．2
228．6
0．181
0．255
0．281
O． 83
O．218
O．228
・舳1α…
・…i
舳1
・・τ1l
出所通産省r昭和49年の輸出クレームについて」σACジャーナル，1975年6月，30頁）。総輸出額は大蔵省r目
　本貿易月報」による。
害賠償金支払の許可を受けたクレームの件数・金額には，昭和47年は主として
1，000米ドル以内のもの，昭和48年は主として3，000米ドル以内のもの，昭和
49年ぱ1，000米ドル以内のものを含まない。通産省が昭和49年に損害賠償金の
対外支払を認めたクレームは12，661件，金額の合計は8，105万米ドルである。
これには1，000米ドル以内のクレームは含まれないし，また商品の取替えや値
引きなどという形でクレームが解決することもあるので，これらを含めると，
実際にどの位の輸出クレームがあるのかわからない。
　貿易敢引の量的た拡大に伴う諸手続きの簡略化や人員拡充の速成による担当
者の経験・知識の不足のほか，新しい制度の導入に基づく取引慣行の変化など
が，クレーム発生の原因と考えられる。高度成長下でおたがいにもうかる時に
は問題とされなかったことも，不況になると取引拒絶の理由となり，昨秋から
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クレームの発生も急増しているようである。昨年通産省が対外支払を認めたク
レーム金は1件あたり平均約6，400米ドノkであるが，いったんクレームが発生
すると，たとえ紛争が解決しても損害賠償金だけではなく，これに関連して目
に見えない莫大な損失を受げることになる。したがって，輸出成約高を伸ばす
ことばかり考えず，むしろクレームをひき起さないように努めることが今日に
おいては特に夫切になっている。
2）契約書式に関する輸出業者の考え方
　国際商事伸裁協会（the　Japan　C0血mercial　Arbitration　Ass㏄iation）は，1950
年に創立されて以来，貿易紛争の解決はもちろんのこと，各種標準契約書の作
成，国際取引に関する調査・研究，貿易相談業務などを通して貿易企業の指導
を行ってきている。しかし，上記の如く最近の輸出クレームの増加が目立ので，
その原因を追究して，クレームを未然に防止するよう正しい契約締結の指導を
するため，わが国の貿易取引慣行の実態を総合的に掌握することが必要である
と痛感し，国際商事仲裁協会は，その準備を行う目的で，昭和48年に貿易慣行
調査委員会を設置した。数ヵ月にわたる準備の後，東京，大阪，神戸，名古屋，
横浜において輸出貿易を営んでいる約5，000杜（目本法人）の中から1，000杜を
被調査企業として選び，昭和49年夏にアソケート調査を実施した。調査内容
は，輸出売買契約一般に関する質間事項から，定型取引条件・船積み，梱包・
検査・クレーム，価格・決済・為替に関する事項まで，全部で105項目からな
る。その調査結果に関する総合報告書ωから，本稿に関係ある部分を若干紹介
する。
　調査結果のなかで特に注目されるのは，調査対象企業のうち海外取引先との
契約を担当する専門部課のある企業は35％，ない企業が65％という実情であ
る。しかも専門部課のある企業でも契約締結に際して必ずその部課がチェック
するのは28．6劣，相談を受げたときだけ契約内容を点検するというのが38．3％，
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その専門部課が標準的な契約書式を作成し，これを印刷して利用させているの
が25．3％となっている。したがって，ほとんどの場合，輸出売買契約の締結は
営業担当老の判断でなされているのが実情で，専門部課の点検を受げてから契
約するという憤行はないといってよいであろう。一2一
　ケーブルやテレヅクスで商談がまとまったとき，輸出売買契約書を作成する
か否かという質問に対して，r必ず作成する」（67．O劣），r作成することが多
い」（15．8％）という肯定的た回答が合計82．8％，「作成Lないことが多い」
（14．8％）およびr全然作成しない」（2．4％）という否定的回答が17．2％とな
っている。業態別にみると，商杜の場合には，「必ず作成する」が80．1％，「作
成することが多い」が9．1％で，合計89．2劣が肯定的であるが，製造業では，
「必ず作成する」57．8劣，r作成することが多い」18．2％で，合計76．O％とな
っており，否定的回答が24．0劣と，商杜の2倍以上である。一3〕
　貿易慣行調査書には，輸出売約書の雛型として，浜谷源蔵著r貿易取引契
約」（昭和46年，37～8頁）に掲載されているものを添付した。この売約書の裏
面に一般取引条項として印刷されているのは，品質，数量，麦払，船積，保険，
クレーム，仲裁，特許・商標などに関するごく基本的な条項である。印刷した
契約書式を用いているもの82．2％，全然用いていないもの17．8劣である。印刷
契約書式を用いているもののうち，添付フォームによく似たものを用いている
というのが37．6劣，これよりも詳しい裏面条項を記載した契約書式を用いてい
るのが15．1％，これより簡単なフォームを用いているのが22．4％，契約書式を
用いているが，一般取弓燦項が全く記載されていないものが27．8％である。全
く用いていないという回答の中には，特約販売店契約書に従っているとか，技
術契約なので，その都度個別的に契約書を作成するというのがある■
　このように，回答企業の43．2％は輸出契約に際して，標準的またはこれより
詳しい一般取引条項を記載した印刷契約書式を用いているが，39．O劣はごく簡
単な一般取引条項またはこれが全く印刷されていない契約書式を用いており，
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残り17．8％はこのような契約書をぜんぜん持っていない。一般取引条項の全く
たい契約書式を用いたり，契約書式を全く持たぬ理由として，r国際商慣習に
従えばよいから」（65．9％），「当杜の取り扱い商品が特殊だから」（19．7％），
r無意味だから」（5．8％），その他となっている。しかし，取引慣習に関する
質間事項から得た結果では，国際商慣習についての一般的理解は極めて低いの
で，この点にもクレーム発生の原因があると思われる。崎］
　一般取引条項を記載してあるか否かは別として，印刷した契約書式を用いて
輸出契約をする企業のうちでは，その67．8％が一種類の書式を，32，2％が数種
の書式を使用している。数種類の書式を使用している場合は，①商品別（46．O
％），②取引先別（33．3％），③地域別（28．6％），④定型取引条件別（12．7％）
の順で契約書式の使い分けが行われてい糺複数の契約書式を用いているとい
う回答は，機械，化学品，雑貨，繊維に比較的多く見られ㍍使い分げの主な理
由として，機械では①商品別（34．5％）と②地域別（27．6％），繊維では商品
別（66．8％）が主であり，雑貨では①取引先別（40．O％），②地域別（30，O％），
③商品別（20．O％）の順，また化学品の場合は，取引先別（30．7％）が一番の
理由で，地域別，商品別および取引条件別というのがほぽ同じ割合である。｛6〕
　印刷した契約書式を利用している企業の約70％が単一の契約書式だけを用い
ているが，複数の契約書式をもっている企業も，上記の如く，商品別，取引先
別等による数種類を用意している程度で，商品・取引先・地域・取引条件を組
合わせて数十種もの契約書式を持っているのはないようだ。ω　したがって，同
一書式をいろいろ異なる契約にも利用出来るように作成するので・その内容は
どうしても一般的で最大公約数的な簡単なものとならざるを得ない。商杜や製
造業の輸出契約書式を数種類比較してみると，その一般取引条項の内容は大同
小異である。商杜の場合はあらゆる商品を扱うため，いわゆる汎用契約書式に
ならざるをえないことは理解できるが，企業によって全く異なる製品を製造・
販売する製造業の契約書に，業種による区別のつかたいものが多いばかりでた
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く，商杜の契約書とほとんど同じ内容のものが多いのに驚く。昭和45年に大阪
商工会議所が大阪府にある貿易企業2，000杜を対象に行った実態調査の結果に
よると，一般取引条項を作成するにあたり他杜の契約条項を参考ないL引き写
すという回答が48％となっている。そのうち，国内同業者の契約条項を利用す
るものが53．5％，海外取引先のものを利用するのが40％強である。帽〕同業他杜
の契約書式を借用することの当否はともかく，個々の契約条項の意味を正しく
理解するとともに，契約全体の立場から他の条項との関係を十分に検討するこ
とが大切である。法務専門の部課が標準契約書式を作成し，裏面記載の契約条
項が一応整っていても，それはある一定の敢引条件を前提としているので，後
日，契約締結に際してこの契約書式の表面に記入される具体的な内容によって
は，せっかく苦心して用意した契約書式が役に立たない場合もあるからであ
る。以上述べた貿易慣行実態調査の結果の極く一部からでさえ，第一線で活躍
する営業担当者によほど確かりとした国際商取引に関する法的な知識がない隈
り，クレームの多発を避けることが難かしいのではないかという感じを抱かざ
るを得ない。
3）　クレーム発生の及ぼす影響
　輸出クレームの件数・金額を最初に述べたが，クレームに関する調査結果は
次の通りである。輸出者が国内仕入れ先に対して品質不良クレームを提起する
時に要求するのは，①商品の取替え（43．3劣），②値引き（30．9劣），③損害賠
償（21．O劣）などの処理方法である。また海外の輸入者（買主）から品質不良
クレームを提起された時，輸出老がとる処理方法は，①商品の取替え（39．4
％），②値引き（29．8％），③損害賠償（25．7％）で，国内仕入れ先の場合とほぼ
同じ傾向がみられる。‘副損害賠債金を支払うのがクレーム処理方法の約25％で
ある。昭和μ～46年における輸出通関件数に対する輸出クレーム件数の平均比
率はO．5蛤％であるが，昭和49年の輸出通関件数約313．5万件にこれを乗ずると，
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昨年の輸出クレーム件数（損害賠償支払）は17，000件強となり，総クレーム件
数がその約4倍あるとなると，68，O00件にもなる。通関とクレーム処理の時問
的ズレが実際にあるげれども，輸出件数の2％強ものクレームがあるものと推
定される。
　クレーム発生後において，輸出入者問の敢引関係にどんな影響があったかと
いう質問に対して，影響がなかったという回答が64．6劣もみられ，クレームが
発生しても処理方法の如何によっては取引関係には何らの麦障がないことを示
している。品質不良クレーム等が生じたときに，商品の取替えや値引きその他
の金銭的処理で迅速に解決されている実態からみれば，影響がないという回答
にも納得できよう。Lかし，「取引の円滑性を欠くようになった」（20．6％），
r敢引関係が継続不能になった」（10．2劣），「商品の売れ行き悪化，その他」
（4．6％）など，回答数の3分の1がクレームの影響の厳しさを訴えている。ω
　言うまでもなく，クレームを防止するためには，輸出売買契約を行う当事者
が国際商慣習に習熟し，正確な契約を結び，そしてその契約条項に従って自己
の債務をきちんと履行することが大切である。しかし，的確な内容の契約とは
何か，何を基準としたらよいのか等々，その辺に先ず解決されねばならぬ問題
があるように思われる。
注（1）朝岡良平「貿易慣行アソケート調査総合報告書」国際商事仲裁協会，昭和50年3
　　月。
　　　前掲書，8～9頁。
　　　前掲書，9頁。
　　　前掲書，13頁。
　　　前掲書，15頁。
　　　前掲劃i5～16頁。
　　　後述の同業老組合の標準契約書式の場合と比較されたい。
　　　大阪商工会議所国際部「貿易売買契約に関するア：／ケート調査」昭和45年6月，
　　8頁。
　（9）朝岡，前掲書，53～55頁。
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⑩　　前掲書，56頁。
2．　貿易契約の標準化の方法
1）個別的契約書の作成
　19世紀後半に通信・交通，保険，金融等の諸制度が発達するにしたがって・
居留地における商館貿易のような主要貿易港を中心とする店頭取引形態の貿易
取引から，委託販売または委託買付契約による問接的な隔地取引形態に移行し，
更に諸制度の普及発達と貿易当事者の経験知識が豊富になると，仲介者を排し
て，海外の取引先と直接取引の交渉が行われるようになる。今日のように直接
売買当事者間において通信により契約を結び，諸制度を利用して引渡・支払が
なされるような取引形態が貿易敢引の常型となったのは，第一次大戦以後のこ
とである。20世紀も4分の3が経過しようとしているが，この間に貿易契約の
合理化についてどのような事が行われたのか，どのような進展がみられたか，
どのような問題が考慮さるべきか等々を考察してみたい。
　隔地取引が盛んに行われるようになると，商人はより一層合理的な取引を遂
行するために，取引相手や同業他杜の使用する一般取引条件協定書や売買契約
書などを参考にして，自杜の各種書式の内容を再検討するであろう。各地の
商人間に同じような取引が長年にわたり繰り返えされるうちに，彼等は次第に
同じような取引条件で売買契約を締結するようになる。またこのような取引条
件で取引することが，当事老相互の衡平，安全，利益のために望ましいと考え
られるようになると，そこに合理的な取引慣習が形成される。同一地域または
同一職業において取引憤習として認められるような定型的な売員契約形態が存
在するならば，これによって商人間の取引は極めて簡単な内容で表わすことが
可能となる。したがって手紙や書類の作成も容易かつ迅速となり，また電信の
利用により更に簡潔・迅速に売買契約を締結しうるようになる。
　Lかし，他方，取引憤習とされていることについても，当事著間の意見の喰
706
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い違いや紛争を避け，あるいは相互に契約の履行を円滑にするため，商人が個
別的に契約書式を用意し，その裏面に当事者の基本的権利義務，負担すべき費
用と危険，不可抗力条項，クレーム条項，仲裁条項などを印刷しておくことが一
般に行われる。同じ積地売買条件でも，F．0．B．とC．I1F．とでは売買当事者
の義務が異なるので，定型取引条件別に契約書式を用意し，それぞれの契約内
容にしたがって書式を使い分けることが望ましい。更に必要ならば，取引商品
別，取引先別，地域別などにより契約書式を区別する。けれども，C．I．F．慣
習やF．O．B．慣習の存在が一般に認められ，その解釈基準が利用しうるなら
ば，契約書式にその取引慣習を詳細に規定する代りに，例えば，r本契約は
“1953年インコタームズ”の規定により解釈さるべきものとする」（This　contract
sha11be　govemed　by　the　prOvisi㎝s　of“Incotems1953．”）という文言を契約書に
明示することにより，一般敢引条項の内容をもっと簡略化しえよう。またこの
方法によって，定型取引条件別にわざわざ契約書式を用意する必要もなくなる。
そうすれば，契約の内容が簡単・明瞭になり，一般取引条項として記載する条
項をどの契約にも共通するものに絞ることができる。しかし，何を基準とLて
標準的な契約内容を考えたらよいのか。どの程度まで契約条項を規定しておけ
ば安全なのであろうか。貿易取引の円滑な拡大を図る一方策として，貿易契約
の標準化がとりあげられねばたらない。ω
2）標準化方法の分類
　輸出売買契約書または輸入売買契約書が個別的に作成されるにもかかわらず，
基本的にはこれが物品売買契約であり，また同業老相互間の競争および敢引相
手との利害関係の影響を受げて，各社の契約書式を比較すると，その記載条項
の内容は大同小異の感を呈する。その意味では，貿易契約は標準化する自然的
傾向を有するといいうる。Lかし，他方，これが法律・慣習・言語等を異にす
る異国の商人との問に行われるために，不用意に契約を結んで失敗Lた例が沢
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山あるし，また実際にこのような不愉快な経験を重ねると，契約の内容には嫌
でも慎重にならざるを得なくなる。その結果，同業老の使用する契約書の条項
を比較すると，構成する条項に若干の相違がみられるばかりでなく，同じよう
な条項でもその表現に差異をみることがある。もちろん，人により言葉の使い
方や表現に相違はあるが，契約条項の表現や用語の使い方にみられる相違はそ
れなりの理由があるように思われる。
　一方において標準化の性質を有し，またこれが国際的な商品敢引の円滑な拡
大にとって望ましいと考えられるにもかかわらず，他方，取引上自己の安全有
利を考えるところから多様化する傾向がみられるのは，それだけ貿易取引にお
ける不安・不確実な要素が大きいことを意味するのであろう。このような要素
を取り除くためには国際物品売員法の制定や国際商慣習の解釈の統一などが必
要である。国内法と関係なく，貿易敢引に適用される自律的性格の国際貿易法
に関するシンポジゥムにおいて，イギリスのSchmittho丘は，国際貿易法の
成立が立法作用によるか否かにしたがって，（1）国際制定法（intemational　legi・
slation）と（2）国際商慣習法（inte岨ati0蝸1co㎜mefcia1㎝sto㎜）に分け，前老を
更に，多数国間条約の形で行われる多数国立法方式と統一標準法（unifom
㎜0de11aW）にもとづく各国の個別的立法方式に，また後者を，国際商業会議所・
国違ヨーロッパ経済委員会などの国際機関により制定・刊行された統一規則
（解釈基準）と標準契約書式に細分している。そして，統一規則により明確に
定型化されたものを国際商慣習法とし，まだこのようにして確認されていたい
ものを事実たる国際取引慣習（intemati㎝a1commercial　usage）と称Lて，両者
を区別している。一到
　また，貿易契約条項の標準化の方法について，Schmitth0伍は，適用対象と
なる目的物が特定商品であるか否かにより，次のように分類している一1）あら
ゆる商品の取引に適用されるように制定された一般的性格の統一規則または統
一法，（2）穀物，綿花などの特定商品の取引に適用される標準契約書式・および
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（3）特定の商人が自已のために個別的に用意する一般取引条件協定書や契約書の
三つである。㈲　しかL，前項に述べたように，当事着間に取引慣習が存在する
にもかかわらず，これに関する解釈基準がないために，個励的に詳細な内容の
契約書式を作成して，その中に当事者の基本的債務の確認がなされるのであ
る。したがって，かかる売買に関する実体法が存在するか，あるいは解釈基準
となりうる統一規則があれば，衡平かつ合理的な規範にもとづいて，貿易売買
契約の標準化・簡素化が促進されるであろう。それ故，契約内容の標準化の方
法の中に個別的に作成される契約書式を挙げるのは分類基準として正しくな
い。もしも，商杜や製造業者の用いている輸出売買契約書式の内容に何らかの
基準となるものが認められるならば，それは個別的契約書によるのではなく，
その取引を規制する法律・憤習などの規範が十分に発達しているからに他なら
ない。
　そこで，本稿では貿易契約の標準化の方法を，（1）国際物品売買法の統一化，
（2）標準契約書の統一化，および（3）国際商慣習の解釈基準の統一化の三つに分類
する。第1は，貿易売買の内容を定める法律およびこれに関連する法律の統一
化である。第2は，主要商品別に統一的標準契約書を作成・刊行し，当事者双
方の合意によって採択・利用されるものであるが，この種の商品の国際売買に
標準契約書の利用が普及すれぼ，これにもとづいて取引を行うという合意のも
とに，個別的な商談の内容や経過を著しく簡略化することができよう。第3は，
取引慣習の解釈の統一化で，一部の国では国内法に基本的な規定が設けられて
いるが，一4］取引慣習は絶えず発展し変化するものであるから，むしろ国際的に
統一された解釈基準を作り，必要に応じてup－to－dateに改訂する方がよいと
考える。解釈基準としての国際的統一規則を利用するのは，もちろん当事者の
合意によらたげればならない。このような解釈基準を利用すれば，商品別の標
準契約書の内容をそれだけ簡略にし，かつu甘to－dateに保つことが可能とな
る。これら三つの統一化はそれぞれ異なる機能を有するが・何れも国際貿易取
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引の秩序を緯持し，健全在貿易取引が営まれるために必要とされるものであ
る。そこで，これらひとつひとつの統一化の現状について次に概説し，今日に
おける貿易契約の標準化の間題点を追究してみよう。
注（1）貿易契約と商憤習の関係については，朝岡良平「現代国際商慣習の概念と形成」
　早稲田商学第248号，昭和50年2月，223～253頁を参照されたい。
　（2〕Schmittho丘，M，C．，ed・by，ηθ5o舳㈱げま加工刎ゲ肋施棚肋刎1〃肋ら
　London，1964，p．16．
　（3〕Schmittho丘，M．C．，丁加亙幼o㎡τ吻此，6th　ed．，London，1974，P・41・
　（4）朝岡，前掲論文，248～249頁。
3．国際物品売買契約法の統一化
1）国際物品売買に関する統一法条約
　旧国際連盟（the　League　of　Nations）の所属機関として1928年に発足したロー
マの私法統一国際協会（the　Intemational　Institute　for　the　UniicatiOn　Of　Private
Law）が，統一売買法草案（d・aft　mifom　law　of・al・）を起草する委員会を設置
したのは1930年である。委員の一人で当時ベルリン大学教授であったEmst
Rabel（1874－1955年）が1935年に統一売買法草案を起草した。この第一次草案
は全文6章108ヵ条，附録（1）所有権留保および附録（2）the　letter　of　tmstか
ら成る。ωその後22ヵ国の意見を考慮して改訂された新草案が同協会の常任理
事会に提出されたのは1939年である。この第二次草案の標題は，「有体動産の
国際売買に関する統一法草案」と改められ，全文7章105ヵ条から成り，第7
章（第104条および第105条）は，F．O．B．，αF．，およびC・I・F・条項に関する
規定である。倒
　第二次大戦のため売買法統一化の事業活動は中断されていたが，1951年にロ
ーマ私法統一国際協会の要請によりオラソダ政府は，上記の統一売買法草案に
ついて条約成立の可能性を検討するために，ハーグにおいて国際会議を開催し，
これに20ヵ国（日本参加）の政府代表および国際機関のオブザーバーが参加L
　ク10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　225
た。同会議は原則的に1939年草案を承認したが，また各国の提案にもとづいて
特別委員会を設置し，この委員会によって1956年に新しい統一売買法草案が作
成された。帽1
　国際商業会議所は，1953年に開催されたウィーソ総会において，国際売買統
一法の問題をとりあげ，このようた統一化を達成することは国際貿易促進のた
めに歓迎すべきものと考えるが，1939年草案の第104条および第105条に規定
されたF．O．B．，C．＆F．およびC・I・F・条項に関する条文は，r1953年イソ
コタームズ」の利用を妨げるおそれがあるので，この二ヵ条を留保する旨の決
議を行った。ωその結果，ハーグ特別委員会起草の1956年草案では，これら二
ヵ条が削除された。
　オランダ政府は1956年草案を各国政府および国際機関に送付して意見を求め，
その結果にもとづいて，特別委員会は1962年に最終案を作成し，1963年に刊行
した。これは翌1964年に開催されたハーグ外交会議に条約案として提出され
た。この外交会議には，わが国を含めて28ヵ国の政府代表が出席し，また多数
のオブザーバーが参加した。同年4月25日に，r有体動産の国際売買に関する
統一法」（Unifom　Law㎝the　Intemationa1Sale　of　Goods（corporeal　movables））
とr有体動産の国際売買契約の成立に関する統一法」（Uniform　L・w　on　the
Formation　of　Contract　for　the　Intemational　Sale　of　Goods（co叩oreal　movables））
という二つの統一法に関する条約案の採択がなされ，同年7月1日署名に解放
された。㈲
　この条約は5番目の批准国がその批准書をオランダ政府に寄託した日から6
ヵ月後に発効する旨が規定されているが（第X条），他方，条約の附属議定書
（Recommendation　II）には，1968年5月1日までに発効しない場合には，この
統一法を再検討する旨が勧告されている。それまでに本条約を批准したのはイ
ギリスだけであり，㈹その後国連の国際貿易委員会（UnitedNations　Com㎜ission
on　Intemationa1Trade　Law；UNCITRAL）において統一法の再検討がとりあげ
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られている。mしかるに，イギリスに続いて，サソマリノ，ベルギー，イタリ
ア，イスラエルおよびオランダが批准したので，国際物品売買に関する統一法
条約は，1972年8月18日に発効した。しかし，国際物品売買統一法はどの貿易
売買契約にも適用されるのではない。例えぼ，ベルギーとイタリアは，物品の
国際売買に関する法律衝突条約がこの統一法の適用を指定する場合とし（第1V
条），オラソダとサンマリノは，契約当事老がそれぞれ異なる統一法批准国に
営業所または居所を有する場合とし（第皿条），またイギリスは，第皿条に規
定する場合で，Lかも当事者がこの統一法を契約の準拠法として選択したと
きにのみ適用する旨を留保している（第皿条および第V条）。｛81これらの国以外
に，フラソス，西ドイツ，ルクセソブルグ，ギリシャ，コロンビア，メキシコ，
．ガンビアおよびオーストラリアが批准する考えを有する旨を国連に回答してい
る。また，日本，韓国，パキスタソ，デソマーク，フィソランド，ノルエー，ス
エーデソ，アイルラソド，スイス，ハンガリー，ルーマニアおよびトーゴーの
12ヵ国は批准するか否かの間題を検討中であるという。しかし，アメリカ合衆
国，ソ連，ラオス，ヨルダソ，マルジづ諸島，南アフリカ，オートボルタおよ
びオーストリアの10ヵ国はこの統一法条約を批准する意思のない旨を回答して
いる。ただし，オーストリアは，同国と密接かつ友好な関係を保つ多数の国が
統一法の適用に関する留保条項を設けずに批准するときは，本条約を批准する
と述べている。値，このような状況を考えると，どこの国のどの当事者との売買
契約に・も一般に適用されうるようた統一売買法の実現は，遠い将来に期待しな
けれぼならぬように恩われる。
2）国際物品売買契約の成立に関する統一法条約
　上記の国際物品売買に関する統一法はr契約の内容」にのみ関係するもので，
国際物品売買契約が成立したならば，当事者がなすべき義務および不履行ない
L不完全履行に対する救済を規定する。1964年のハーグ会議は，前記のごとく，
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第1条約（統一売買法）と第2条約（r契約の成立」に関する統一法）を採択
した。r物品（有体動産）の国際売買に関する統一法」（1956年草案）について
各国政府・国際機関に意見が求められたときには，r物品（有体動産）の国際
売員契約の成立に関する統一法」の条約案はまだなかった。しかし，ローマ私
法統一国際協会は，1935～36年に起草委員会を設置L，これによって「通信に
よる国際契約の成立に関する統一法草案」（apre1imina剛raftofamifom　law
on　the　fomation　of　intemationa1contracts　by　corresp0口dents）が作成された。オ
ラソダ政府主催による1951年のハーグ国際会議は，統一売買法草案と一緒に契
約成立に関する統一法草案をも検討したが，その結果，この統一法を物品（有
体動産）の国際売買に関する契約に制隈し，かつこのようた契約の成立をもっ
と一般的に広く規定するよう，同草案を修正する決議を行った。これに基いて
新設された検討委員会が作成した改訂案（全文14ヵ条）は，私法統一国際協会常
任理事会の承認を得た後，1960年に各国政府および各国際機関に送付され，こ
れに対する意見牟求められた。ωその最終案が1964年4月開催のハーグ外交会
議に条約案（全文工3ヵ条）として提出され，採択されたことは前記の通りであ
る。
　1964年の国際物品売買契約の成立に関する統一法条約は，イギリスに続いて，
サソマリノ，ベルギー，イタリアおよびオラソダの合計5ヵ国がこれを批准し
たので，1972年8月23日にこれらの諸副こおいて発効した。イギリス，オラン
ダ，サンマリノの諸国は，統一売買法条約と同様に，契約当事者がそれぞ却畢
なる統一法条約批准国に営業所を有する場合にのみこの統一法を適用する旨の
留保を行っている。
3）国際物品売買契約に関する国際私法条約
　1964年の国際物品売買統一法条約は，何れの国内法とも関係なく，あらゆる
貿易取引に適用されるような独自の国際貿易法の構想にもとづいて作られてい
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る。統一売買法条約には，r国際私法の規範は，本法に反対の規定がないかぎ
り，本法の適用に関しては排除される」旨が規定されている（ULIS，§2，ULFC，
§1（9〕）。ωすなわち，この統一法条約を批准した国では，貿易売買に関する係
争事件を担当する裁判官は，当該契約に準拠法としてどの国の法が適用さるべ
きかという問題を考慮する必要がなく，ただ単に自已の取り扱う係争事件が，
国際物品売買統一法に規定するような国際的性質の売買契約に関するものであ
るか否かを確かめればよいのである。もし統一法の適用さるべき契約であるた
らぱ，この条約批准との連結素を全く間う必要がなく，直ちに本統一法が当該
契約に適用される。上記の統一法の条項は，国際法律関係に関する画期的なも
のであるため論議の対象となった。この条項を統一売買法から削除するように
修正すべき旨の動議が出されたが，採決の結果は，この動議に賛成するもの10
ヵ国，反対10ヵ国となったので，会議運営規則により動議が成立せず，かろう
じて削除を免かれた。
　国際私法の規範を排除するという原則には制限がある。第1に，国際物品売
買統一法に規定されるこの原則は，本統一法が決定する問題だげに適用され
る。本統一法は売買当事著の義務を定めるものであるから，契約の成立，当事
者の能力，合意の有効性，所有権の移転等の間題には，排除の原則は適用され
ない（第8条）。第2に，国際物品売買統一法の第3条は，契約当事老が本統一
法の条項の全部または一部の適用を明示的もしくは黙示的に排除することを認
めている。そこで，契約当事老はその契約の準拠法として特定の国内法を指定
することができるし，また，準拠法を特に指定することなく，ただ本統一法に
従わぬ旨の合意をすることもできる。更に，既述のごとく統一売買法条約を批
准した国は，批准にあたり，種々の留保を行っているので，この統一売買法自
体がどの程度適用されるかが実際には疑問である。
　さて，19世紀に近代的国家が形成され，法奥編纂が行われるにしたがって，
法律が本質的には国家的性質のものであるとみなされるようになり，貿易取引
　714
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　229
に関する法律間題を解決する場合に，先ず何れの国内法が適用さるべきかを考
えることが正しい処理方法であると信じられるようになった。国際的法律関係
を国家的性格の法律にもとづいて決定することは，国際的にも国内的にも非常
に難かしい問題を生ぜしめた。何故ならば，国際的性質のものを特定の国家の
法体系に従わせること自体が法律上専断的であると考えられるが，他方，立法
至上という理念にもとづく近代諸国では，国際的性質の法律関係により求めら
れる自律的性格の国際的法体系を発展させることが難かしいからである。そこ
で，国際的関係に適用されるような実体法を作るよりも，法律の衝突（COn捌iCt
of　laws）に関する協定の方が容易であると考えられた。
　国際私法が国内法化するのに対して，これを統一化する必要があるとして，
その国際会議の開催を首唱し，準備交渉を行ったのは，イタリアの政治家であ
り法学者であったPasqua1e　Stanislao　Manchini（181ト88）とイタリア政府で
あった。Manchiniは国際私法の統一化と発展のために，1873年に国際法学会
（The　Institute　of　Intemati㎝al　Law）を創立したが，彼の努力は生前には報い
られなかった。1888－89年の第1回モ：■テヴィデオ会議胸の成劾こ刺激され，
オラソダ政府がハーグにおいて第1回国際私法会議（The　Hague　Co㎡erence　on
Private　IntematiOnal　Law）を開催したのは1893年であった。
　ハーグ国際私法会議は，国際私法の統一化という仕事を遂行する主要国際機
関の一つであり，過去80年余の問に多くの成果を達成したが，特に第二次大戦
後の新しい国際杜会環境のもとに，旧条約の改訂および新条約の提案を行って
いる。固　これらの中で，国際物品売買に関する条約に次のものがある。（1）r有
体動産の国際売買に適用すべき法律に関する条約」（C㎝平entiOn㎝the　Law
APPlicable　to　Intemational　Sale　of　Goods）〔1955年6月15日署名に解放〕，（2）r有体
動産の国際売買における所有権の移転に適用すべき法律に関する条約」（COnve・
ntion　on　the　Law　Applicable　to　Transfer　of　Title　in　Intemational　Sale　of　Goods）
〔1958年4月15日署名に解放，未発効〕，（3）「有体動産の国際売買におげる合意管轄
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に関する条約⊥（ConventiOn　on　the　J㎞sdiction　of　the　SeIected　Fo．1ユm　in　the　C争se
Ofthe　Intematioml　Sale　Of　G00ds）〔1958年4月15目署名に解放，未発効〕，（4）「民
事および商事に関してなされた外国判決の承認と執行に関する条約」（COnve・
ntion　on　the　Recognition　and　E㎡orcement　of　Foreign　Judgments　in　Civil　and
Commercial　Matters）〔1966年4月26目署名に解放，未発効〕．
　これらのうち，第1にあげた1955年の準拠法に関するハーグ条約だけが発効
レている。批准国はベルギー，デンマニク，7インランド，フラ：■ス，イタリア，
ノルェーおよびスェーデンの7ヵ国である。UNCITRALの質問に対し，この
条約を採択する意思のある旨を明らかにした国は，コロソビア，テェコスロベ
キア，ハソガリー，メキシコ，スペイソおよびスイスの6ヵ国，またUNCI－
TRALの第2会期（1969年3月）に同様の意思を示した国は，アルゼソチソ，
ルニー；7。干ニニジアおよびアラブ違合共和国の4ヵ国である。2番弓の所
有権移転に関する1958年ハーグ条約を批准したのはイタリアだけである。他の
；つの条苧はまだどの国も批准していたいpω国際私法の分野におけるあら呼
る一研究が過去80年以上にわたって行われてきたにもかかわらず，一般に認め弓
れていることは，国際物品売買に関する国際私法の規範の統一化の問題はあま
り進展していないということである。
注（1）Intematmal　Instltute｛or　the　Um丘catlon　of　Prlvate　Law，1〕”ψぴ例
　　タ物閉α肋伽11α〃げ伽∫”12げ9ooゐ，Rome，1935，U．P．L．一Draft　I．上坂酉
　　三「統一国際売買規貝一の研究」昭和11年，239頁以下に条文の対訳を収録。Rabe1，
　　E．，。0〃E励〃刎グ2肋θ84勉乃εξ〃あゐ2π1【”娩2∫功肋s（Zeitschr並t｛亡r　die　auslan－
　　disches　und　internationales　Privatrecht9．1935，Heft　1／2，ss．1＿79，Heft3，
　　SS．339～363）．これにっいては，梶浦彦臣「統一売買法草案について」（法挙，第
　　5巻第14号，昭和11年4月，100～111頁，同第5号，同年5月，94～112頁，同第
　　6号，同年6月，85～106頁。）に詳しい紹介がある。
　（2）Internatlonal　Instltute　for　the　Un1icatlon　of　Pr1vate　Law，D”ψゲ”σ刎一
　　力榊〃〃0物〃θ㎜肋物1∫肋げ000ゐ（00ゆ0”ω1伽砂〃θ5）α〃地カ0〃，
　　1939，U．P．L．＿Dr㎡t　I（2）；revised　ed。，Rome，1951．
　（3〕COmmissiOn　Sp6ciale　m皿m6e　par　la　conf6rence　de　La　Haye　s岨1a　Vente，
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　P”勿2圭∂’舳21加　σ勉物〃〃2舳71α　吻畑1勿加〃吻砿o伽12幽∫0勿2お14b〃肋術
　Co功o〃∫，La　Haye，1956．1956年草案（原文フラソス語）は1939年草案の条文と
　の関係を示している。これは私法統一国際協会により英語に翻訳され，翌1957年に
　刊行され丈。Special　Commission　appointed　by　the　Hague　Co㎡erence，gn　the
　Sale　of　Goods，」D吻カ　qグα　σ〃物舳　1カ〃　o地　1勉ま3伽あo伽1　Sα12　0グGoo∂s
　（Coゆo■ω1〃o吻肋∫），Rome，1957．上坂酉三「国際物品売買に関する続一法草
　案」（「貿易契約」昭和35年，367頁以下）に全条文が収録されている。’
（4）　I．C．C。，五θ∫o1刎肋郷αゐμ〃妙X1椛免Co〃9焔8sげ肋2五C・0・，Vienna，
　1953（Br．176），p．86。
（5）Dlplomatlc　Conference　on　the　Un1icatlon　of　Law　Govemmg　the　Intema・
　tiona1Sale　of　Goods，肋ω〃8α〃刀o㎝〃醐応ゲ肋80oψ”㎝o彦4The　Hague，
　1966，p．333and　p．349．The　British　Institute　of　IntematiomI　and　Compa－
　rative　Law，∫o〃3Co刎力α〃κ砂θλ功召εおρグ肋2〃〃R4切伽gまo　Sα1召ρ戸Goo∂∫，
　（SupPIementaryPub1icationNo．9），London，1964，ApPendix，PP．60－91．谷
　川久「有体動産の国際的売買についての統」法（仮訳）」および「有体動産の国際
　的売買契約の成立についての統一法」（海外商事法務，1967年5月，2～19頁。）
（6）“Uniform　Laws　on　Intemational　Sa1es　Act1967”と呼称。国際売買統一法
　に関する研究書に次のものがある。Graveson，R．H．，Cohn，E一エ，and　Graveson，
　D．M．，吻的舳〃㈱o〃1〃㈱吻肋㎜1∫α1召sん11967，London，1968．
（7）　UNCITRAL，η〃ろoo尾、吻五L1968＿1970，New　York，1971．
（8）　Max・P1anck・Institute，∫o勿κ2∫　ρグ1〃まθ〃吻まゐ刎1　01拠｛殉ク刎　Z〃〃，SupPlement，
　Leiden，1973，p．12．
（g）　UNCITRAL，oかo批，pp．161＿162．
⑪◎　1960牢草案の全条文（14ヵ条）は，上坂酉三「貿易実務」昭和40年，附録「国際
　物晶（有体動産）売買の契約成立に関する統一法草案」（433～441頁）に収録され
　ている。なお，同草案に対し，I．C．C．は詳細な意見書を作成し，若干の修正が行
　われることを条件として，本統一法草案の採択に賛成の態度を示した。Lagergren，
　G．，Rψo〃o閉α〃”ガ　〃〃殉舳　1α〃o閉肋3力〃〃α砿o〃oグω勿かκおカプ肋2
　初勿閉α肋吻1∫α13げ8ooσ∫（ωψo〃〃〃o砂α〃2∫），Doc．No．460／30，14．x．1960．
ω　本統一法と国際私法の関係および各国の意見については，次の文献を参照された
　い。GraTeson，et　aL，oψ．6友，pp．11＿23．UNCITRAL，oヵ．δ左，pp．164＿165．
　David，R．，τ肋1挽加〃吻肋伽1ひ〃砺ωまタo〃ρ戸P〆吻ま21〃〃，Chapter5，§367，of
　Vo1．II，Intemational　Encyc1opedia　of　Comparative　Law，New　York．
⑫　モソテヴィデオ会議およびラテソ・アメリカにおける国際私法の統一化運動につ
　いては，次の文献を参照されたい。折茂豊「国際私法の統一性」昭和30年，199～
7ユ7
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　218頁。川上太郎「国際私法の国際的法典化」昭和42年・40～61頁。
⑫　ハーグ国際私法会議の成果およびこれに関する文献については，次の文献を参照
　されたい。川上，前掲書，20～39頁，91～146頁および200～222頁。特に国際物品
　売買に関する国際私法条約については，川上太郎「国際売員法概論」昭和39年に4
　つの条約案を中心とする詳細な研究が収められている。
⑭　Da切d，oψ．畝，P．147．なお，1964年統一売買法条約との関係において，EEC
　6ヵ国は，1955年ハーグ条約に反対の意見を述べている。UNCITRAL，oヵ．畝、p－
　164．（A／cN．9／12，p．9一）
4．標準契約書式の統一化
1）同業者組合の標準契約書式
　貿易契約の標準化の方法のうち，定型取引条件の解釈基準の統一化と国際物
品売買法の統一化は第一次大戦後に取りあげられるにいたった。そこで，貿易
業者ぼ早くから取引の簡略化と合理化を図るため契約書式を利用したが，特に
経済的に強い立場にある大手の貿易業著にとって，多数の取引相手と繰り返え
し輸出または輸入を行うときに有利であろう。このような同業者の集っている
国際的中心市場において，個別的契約書式に代って，同業者組合（trade　asso－
CiatiOn）の手になる標準契約書式が用いられるとき，一層効果的である。特定
商品を取扱う同業者間の取引慣習にもとづいて，当事老双方にとって衡平かつ
明確な内容の契約基準を設けることにより，その商品取引を定型化して秩序を
保ち，また取引の簡易化および合理化を図って取引の円滑と拡犬を促進すると
いう点に，標準契約書式の一般的効果を期待することができよう。
　ナポレオン戦争後の不況の回復の兆が1830年代にみえはじめると，イギリス
の資本家や事業者は，国内の工場建設，鉄道敷設および資源開発に強い関心を
示した。しかし，産業革命の進展につれて，人口が農業から紡績業へ移動しか
つ増加した結果，年々穀物と棉花の輸入量および綿製品の輸出量が増加し，
1840年前後からイギリスの貿易量が飛躍的に伸び，やがて同国の貿易・海運業
　718
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　233
界は活気を呈するようになる。1853年にthe　Liverpoo1Com　Trade　Asso－
ciation，1878年にthe　LoI1don　Com　Trade　Association，1882年にthe
Live叩ool　Cotton　Association，Ltd．が設立されるなど，19世紀後半になると
多数の同業者組合が設立される。ヨーロッバ大陸に対する立地条件から，国際
商品の中心市場がリバプールからロンドンに移行し，後者に多くの同業老組合
が存在する。
　これらの同業者組合は，特定商品の取引に関する数種類の詳細た標準契約書
式を用意し，その組合員である会杜はもちろん，これと取引する者に対しても
これらの契約書式を利用させる。また国際中心市場として各国から集まる商品
の格付・規格化を行い，標準契約書式による敢引の定型化とともに，このよう
な方法を通して，この商品の国際的な価格形成，危険転嫁および流通促進を図
る。これらの団体はいずれも所属仲裁機関をもっており，その標準契約書式に
は品質・数量などを仲裁鑑定により決定する旨の条項を記載したものが多い。
またその契約書式には，その契約から生ずる紛争を所属伸裁機関に付託して，
その伸裁判断に服従する旨の伸裁条項が記載されている。このように，ロソド
ンやリバプールにある同業者組合は国際中心市場にある商晶取引所であると同
時に，品質鑑定機関でもあり，また仲裁機関でもある。したがって，一般に大
きな経済的制裁力を有するので，その標準契約書式の利用を同業者問に徹底さ
せることができるし，またこれが徹底すればするほど，期待される効果を一層
高めることが可能とされる。
　これらの標準契約書式には詳細な条項が記載されているが，各条項の内容は，
定型取引条件，商品の銘柄，品質の純度，取引数量，船積港，陸揚港などによ
り異なる。したがって，同一商品名でも数種の契約書式が作成されてい私例
えば，ロソドソ市場における各国産の亜麻仁，菜種，綿実，大豆等の油脂原料
の取引に対し，tbe　Incorporated　Oユl　Seed　Assocユat1onの標準売買契約書式
（1953年版）には51種の契約書式が含まれている。ωまた，国連ヨーロッパ経
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済委員会が穀物の海上売買に関する契約書式を作成したとき，世界各国から80
種以上の書式が送られてきたが，そのうち50種余がthe　London　Com　Trade
Associationのものであったという。｛2：このよう恋同業老組合の契約書式には，
不当な敢引制隈や不公正な取引方法を規定する条項を載せることは許され底
い。帽〕標準契約書式は商品別に作成されるのが普通であるが，その商品を取扱
う不特定多数の商人によって利用可能なものとするには，商晶が代替性を有す
る場合に限られるので，どの商品にもこれが利用できるのではない。
2）ECEの標準契約書式
　国連ヨrロヅバ経済委員会（Eg㎝omic　Com㎜ission　fo；Europe；ECE）の国際
貿易法の発展に対する貢献は，国際敢引に用いる契約書式と一般取引条項の作
成・刊行および国際商事伸裁条約の成立｛4】にその成果をみることができる。
ECEの標準契約書式は，穀類，かんきつ類の果実，軟材の挽板，固体燃料，
じゃがいも，鉄鋼製品の売買に関するものである。㈲　これらの標準契約書式の
ほかに，プラソトおよび機械類の輸出売買契約および海外における工場建設講
負契絢に関する標準契約条項がECEの作業部会によって作成されている。上
記の商品別（主として一次産品）契約書式がmode1contractと呼ぱれるのに対
して，プラ：■ト輸出等に関する書式は，次に掲げるように，genera1conditions
という名称になっている。しかし，名称のいかんを問わず，いずれも各書式に
示されている農産物，鉄鋼製品，資本財などの国際売買契約書を作成するとき
の基準となるべき契約条項を詳細こ規定するものであって，実質的に両者の区
別はたい。プラソト輸出および建設に関する標準契約書式とLて・次のものが
干聰行されている。
Form　No．188　General　Conditions　for　tbe　Supply　of　P1ant　and　Mac－
　　　　　　hinery　for　Export（March1953）
Form　No．188A　General　Conditions　for　the　Supp1y　and　Erection　of
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　　　　　　P1ant　and　M1achnery　for　Il〕1port　and　Export　（March
　　　　　　1957）
For㎜No．188B　Additional　Clauses　for　Supemision　of　Erection　of
　　　　　　P1ant　and　Machinefy　abroad（ApriI1964）
Forml　No．188D　Genera1Condi㎡ons王or亡he　Erection．of　PIant　and
　　　　　　Machmery　abroad（August1963）
Form　No．574　General　Condit1ons　for　the　Supp1y　of　P1ant　and　Mac－
　　　　　　hinery　for　Export（December1955）
Form　No．574A　Genera1Conditions　for　the　Supp1y　and　Erection　of
　　　　　　Pユant　and　M1achinery－for　Import　and　Export（March
　　　　　　1957）
Form　No．574B　Additional　Clauses　for　Supervision　o土Erection　of
　　　　　　P1ant　and　Machinery　abroad（Apri11964）
Form　No．547D　General　Conditions　for　the　Erection　of　P1ant　and
　　　　　　Machinery　abroad（August1963）
Form　No，730　General　Conditions　of　Sa1e　for　the　Import　and　Export
　　　　　　of　Durab1e　Consumer　Goods　and　of　Other　Engineering
　　　　　　Stock　Articles（Ma1rch1961）
　上記の書式のうち，Nos．188～188Dは，契約当事著双方が自由経済市場
に営業所または常住居所を有する場合のプラソト輸出契約に利用されるように
準傭されたものであり，Nos．574～574Dは，契約当事者の一方または双方が
中央計画経済体制下の貿易機関である場合のプラソト輸出契約を規定してい
る。一61最後のForm　No．730は，契約当事者の居住国の経済体制がどのよう
なものであるかを間わず，一般に耐久消費財等の輸出入売買契約に利用されう
るように作られている。ECEの標準契約書式は，条約とか法律のようなもの
．でなく，また如何なる形にせよ強制されるものではない。前項の同業者組合の
契約書式は，原則的には当事老の選択・合意によって利用さるべきものである
が，慣例的に銘柄や取引椙手（地域）などによって契約書式（書式番号）が決っ
ていることが多いようであ乱また穀物，綿花，油脂等々の代替商品であるた
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め，市場を介して取引が行われるところから，同業者組合の経済的制裁を背景
とする書式利用の強制化が生ずる。これに対して，ECEの契約書式の利用は，
あくまでも契約当事者の任意選択によるものである。
　19世紀後半以降ヨーロッバの主要貿易港，特にリバプール，ロンド：■等イギ
リスの主要港に同業者組合や商品取引所が設立され，これらの団体により多種
多様な契約書式が作成された。これらの書式は，前記のように，銘柄，純度，
取引量，産地，船積港，陸揚港，取引条件などによって異なる条項を規定する
ので，その種類が非常に多いけれども，そのほとんどすべてが，その契約書式
を作成した同業者組合等の設置されている国の国内法に従い，これにもとづい
て作成されていることも事実である。ω　また同業者組合の手になる契約書式の
一部は，明らかに当該団体との利害関係から，売主または買主の何れか一方に
とって有利な内容をもっている。そこで，ECEは標準契約書式を作成するに
あたって，同業者組合のように特定の国を基準とするのではなく，国際的レベ
ルで作業を計画し，契約内容を規定するときは，契約当事者にとって衡平を欠
くと思われる要素を敢り除く努力を払った。｛8j
　国際物品売買統一法は，何れの国内法とも関係なく自律的に適用さるべき統
一売買法の確立を目的に，その構想が練られたのであるが，ECEの標準契約
書式も，国内法に準拠する必要をできるかぎりなくそうという考えにもとづい
て作成されたといわれ，｛9〕国内法を適用しなくてもすむように，契約当事老間
の権利・義務について詳細な条項を規定している。ECEは，従来の同業老組
合の契約書式に代って，ECEの標準契約書式が広く貿易取引に利用されるよ
うになることを期待している。㈹しかし，上記のように，ECEの契約書式は，
一次産品では，穀類，かんきつ類の果物，板材，じゃがいもの4種類，その他，
固体燃料，鉄鋼製品，耐久消費財といったものについて利用できるにすぎな
い。一次産品の国際取引については，国際資本の支配する市場において，従来
の同業者組合の契約書式とどの程度まで交替しうるかという問題が残る。工業
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製品，鉄鋼製品，機械類，耐久消費財というような商品分類にしたがって標準
契約書式を作ることになろうが，あくまでもこれは契約書を作成するときの基
準にすぎないので，流通経路の過程において当然に当事者の力関係が契約条項
に影響を及ぼすものと考えられる。
注（ユ）中井省三「貿易と用語規則及取引約款」昭和30年，61～63頁。
　（2）UNCITRAL，o力・δム，p・27・
　（3）わが国の独禁法，第2条および第8条。イギリスでは，Restrictive　Trade　Pra－
　　ctices　Act1956，s－6（8）。Resale　Price　Act1964，s．11．
　（4）1961年の国際商事仲裁に関するヨーロッパ条約（European　Convention　on
　　Intemational　Commercia1虹bitration）．1964年1月7目発効。工958年の外国伸
　　裁判断の承認と執行に関するニューヨーク条約と異たる目的を有し，東西諸国間の
　　商事伸裁の促進および伸裁人選定の合意が得られない場合における伸裁人任命に関
　　する間題解決を意図している。
　（5）ECEの標準契約書式には次のものがある。
　　　Model　Contracts　for　the　Sale　of　Cereals（Nos．1A4B，May1951，Nos．
　　5A－5B，Septe皿berユ958）；Model　C㎝tract　for　the　Sale　of　Citrus　Fruit（No．
　　312，Apri11958）；Model　Contract　for　the　Sale　of　Sawn　Softwood（No．410，
　　0ctober1956）；Model　Contract　for　the　Sale　of　So1id　Fuels（August1958）；
　　Model　contract　for　the　sa1e　of　Potatoes（Argi／151）；Mode1contract　for　the
　　sale　of　stee1Products　（stee1／125）．
（6）これら二系列の書式の相違については，“肋8ま一肋sまτ刎伽伽6σW万CE
　　Co〃棚o燗，”in　Journal　of　Business　Law，London，1965，P．100を参照。
　（7）Benjamin，P。，“Z肋五0E0吻2閉1Co〃鋤o欄げSα1θ伽∂S勿〃σ〃肋舳5
　〆0o〃〃α，”in　JoumaI　of　Business　Law，Lo■doll，1961，p．ユ19・
　（8）　UNCITRAL，oヵ一δ友，p．28．
　（g）Benjami口，oφ．δた，p．116．
　⑩　UNCITRAL，oかδ左，p－27．
5．国際商慣習の解釈基準の統一化
1）国際商業会議所のイソコタームズ
　国際商業会議所（I口te晒atio蝸1ChamberOfCo血血erce；L　C．C。）は，第一次夫
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戦後における国際通商の自由・発展を促進するために強力な国際的経済協力機
関を組織する必要があるという国際通商会議の決議にもとづいて，1920年6月
に正式に発足し，本部をパリに置く民間の国際機関である。日本は1922年に加
盟が承認され，日本国内委員会（the　Japanese　Natio口al　Co正口mittee　of　the　I．C．
C．）が設立された。I．C，C．本部の各種委員会は6グループ（部会）に分かれ
ているが，その第4部会（法律および商慣習）に国際商事伸裁および国際商法
委員会，工業所有権国際保護委員会，銀行技術および実務委員会，定型取引条
件（t・・d・tem・）委員会たどが設けられている。
　I．C．αは創立以来国際商慣習の解釈の統一化に積極的に貢献し，多くの成
果を示してきた。貿易決済に関連して，I．C．C．の「荷為替信用状に関する統
一規則および慣例」（Uniform　C口stoms　and　Practice　for　D0㎝mentary　Credits）を
知らない者はいない位に，今日この統一規則が普及され，利用されている。こ
の信用状統一規則は1933年に制定されたが，貿易諸制度の発展に応えて，1951
年ωおよび1962年｛到に改訂がなされ，更にコソテナ輸送の目覚Lい発達にとも
なう若干の問題を考慮Lて改訂された1974年信用状統一規則｛3〕が，現行規則と
して1975年10月1日から実施されてい私この統一規則は，条約でも法律でも
なく，任意に採択さるべき解釈基準に・すぎたい。しかし，各国の銀行の個別的
採択または銀行協会による包括的採択が順調に行われ，ほとんど世界中の銀行
がこの規則こもとづいて荷為替信用状を取扱っているので，もっとも成功した
統一化の代表的なものといえよう。その伽こ多くの成果があるけれども，ここ
では定型取引条件の解釈に関する統一化の活動について以下に述べる。
　（a）1953年インコタームズ
　I．C．C．が創立当初から国際貿易の発展を妨げる大きな障害の一つとして注
目したのは，定型的な取引条件の解釈が国ピより異なるということである。売
員契約の種類をF．0．B．，C．L　F．等の略語表示によって，簡易迅速に契約を
締結することができるが，その用語の使い方や解釈に対する当事者双方の意見
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が一致しないと，そのために，契約の履行に支障をきたすばかりでなく，紛争
がひき起され，貿易取引を阻害する犬きな原因となっていた。そこで，I．C．C．
本部内に定型取引条件委員会（Trade　Tems　Committee）を設置し，その調
査結果を1921年の第1回ロソドン総会で報告したところ，｛4〕この問題の重要性
に対する認識が一層高まり，これを継続的事業活動とする旨の決議が採択され
た。先ず各国において慣用されている定型取引条件について，これを表示する
用語とその内容を具体的に確認することが必要なので，その実態調査を各国内
委員会に要請した。1923年に12ヵ国の国内委員会から得た調査報告にもとづい
て，I．C．C．は”αゐTθ舳∫D功〃励0〃∫（第1版）を刊行した。これには，
（1）F．O．B．，（2）F．O．R．（F．O．T．），（3）Free　DeliYered，（4）C－I．F．の4種
にづいて，各国の定義と当事者の権利・義務に関する解釈の異同を示す比較対
照表が記載された。㈲その後，更に二十数ヵ国から報告を得たので，これらの
資料を整理して，1929年にτ伽加丁〃伽（第2版）として刊行したが，㈹これ
には上記4種のほかにF．A．S．とC．＆F．が加えられ，これら6種について
35ヵ国別に売買当事老の義務が比較表示されている。その結果，定型取引条件
の解釈と慣用について各国閻に存在する相違点が一層はっきりしたので，1929
年のT〃ゐ乃舳∫（第2版）にもとづいて，定型取引条件の解釈に関する国
際的統一規則が起草されることになった。
　統一解釈基準の草案が定型取引条件委員会に提出されたのは1936年1月で，
イギリス国内委員会の反対とイタリア国内委員会の留保を除いて，他の25ヵ国
の国内委員会はいずれも留保条件を設けることなくこれを承認した。草案作成
にあたり，F．0．B．慣習やC．I．F．慣習の発祥地であるイギリスの解釈を土
台としこれに各国の取引慣習を加味したのに対して，イギリス国内委員会は，
多年にわたり世界の貿易・海運界に優越的地位を占めて今日の貿易慣習を築い
てきたという自負心から，イギリスの取引慣習をそのまま国際的に認めさせよ
うとして，この草案に不満の意を示したのであろう。ωしかL大多数の賛成を
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得たので，I・C・αはこの草案を理事会にはかり，r定型取引条件の解釈に関す
る国際規則」（I・temationalRulesforthe　Inte印retati㎝0f　Trade　Tems）一略
称を「1936年インコタームス」（Incotems1936）一として刊行した。帽］
　イソコタームズぱ取引慣習の解釈に関する統一的基準であるから，これがで
きるかぎり多数の貿易業者によって利用されるためには，その内容がup－to・
dateである必要がある。第二次大戦後の新しい国際経済情勢の変化に呼応し
て貿易取引慣習にも変化がみられるにいたったので，I，C．C．はインコターム
スを改訂する必要があると判断した。この改訂案の起草はイギリス国内委員会
にゆだねられ，同国内委員会の原案に対して各国内委員会の意見を求め，これ
にもとづいて原案を修正するという方法がとられ，定型取引条件委員会が
〃60伽㈱1953，ルψを承認したのは1953年2月であった。直ちにI．C．C．
理事会の承認を得て，同年春開催の第14回ウィーソ総会を機に，r1953年イン
コタームズ」（Incoter固s1953）が刊行され，値】また原案作成に際して18ヵ国の
国内委員会から寄せられた各国の解釈および意見は，比較対照表の形に整理し
て，同年にτ〃伽τ〃㈱（第3版）として刊行された。ω
　（b）1967年モントリオール規則
　1953年イソコタームズが刊行された以後に新しい変化が生じた。ヨーロッパ
におげる東西間の対立激化のため，大陸諸国間の貿易取引が従来通り行われえ
なくなった。契約当事者の一方が西欧側に営業所を有し，他の当事者が東欧側
の国営貿易機関である場合，東西聞の境界にある国境で約定品の引渡を履行す
る契約が行われるようになった。また，第二次大戦後の国際経済復興期が終
り成長期に移る頃から，ヨーロッパではパレットによる荷役・運送の合理化が
進められたが，更にアメリカにおげるコンテナ輸送の実施に伴い，売主が輸入
国内の指定仕向地まで持込んでその場所で約定品を買主に、提供するという契約
が見られるようになった。これらの新しい敢引憤行を一般的な形でとらえて，
前者をr国境渡条件」（Delivered　at　fmtier），後老を輸入国内指定場所におけ
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るr持込渡条件（関税込み）」（Delive・ed，duty　p・id）として，その解釈基準を
規定することがI．C．C．の委員会でとりあげられた。しかし，これらの取引条
件はいずれの国の当事者間にも行われうるようなものでなく，またどのような
種類の商品の売買にも適用さるべきものでもないという理由からであろうが，
I．C．C．はイソコタームズを改訂したり，インコタームズに追加することを考
えなかった。これら2種の持込渡条件に関する統一規則案は，1967年にモソト
リオールで開催されたI．C．C、の第21回総会において採択された。この統一規
則は，「国境渡条件および持込渡条件の解釈に関する国際規則」削という標題で
あるが，「1967年モントリオール規則」（Montreal　Rules1967）と呼ばれている。
　イ1■コタームズおよびモントリオール規則は，その標題に国際規則とうたっ
ているが，国際的に統一した解釈基準を意味するにすぎず，条約とか法律のよ
うなものではない。信用状統一規則もこの点においては同じである。しかし，
信用状統一規則の場合には，銀行または銀行協会の任意採択とはいえ，これが
採択されると，採択銀行と信用状取引を行ったり，これにもとづいて荷為替手
形を取組んだり，あるいはこの荷為替手形を所持する当事者はいずれも，信用
状統一規則に従わねぼならなくなる。前記のように今日殆んど全世界の銀行が
これを採択しているので，自律的な国際商慣習法のごとき効果がみられる。こ
れに対して，イソコタームズも任意規則であり，当事老がその契約の解釈基準
としてこれを採択する旨の合意を明示的に行った場合にこれが適用されるので
あるが，ただその契約に用いられているF．O．B．とかC．I．F．の解釈に適用さ
れるのであって，一般にどの契約にも当然に適用されるものでない。また契約
書式には，r本契約は1953年インコタームズにより解釈さるべきものとする。」
という条項が印刷されていても，相手方の申込に用いられているF．O．B．が
1953年イ1■コタームズのそれとは全く異なる内容のものであり，当方がこの申
込を承諾した場合には，インコタームズは解釈基準として適用されない。
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2）1941年改正アメリカ貿易定義
　島国であるイギリスで発生したF．0．B．慣習は，r本船渡」条件と称すべき内
容のもので，特にon　boardのあとにvesse1という言葉を補う必要はない。
しかし，この取引慣習が大陸国であるアメリカに伝わると，船舶だけでなく，
鉄道貨車，艀船，貨物自動車等，一般に貨物を運送人に引渡すかまたは指定運
送用具に積込んで売主の引渡提供がなされる売買をこの用語であらわし，F・
O．B．mi11Pittsuburgのように内陸の出荷地や売主の工場積出地を示す用法
が普通となった。あるいはF．0．B．C趾s　New　Yorkのように，約定品を積
んだ貨車が指定海港に到着するまでの危険と費用を売主が負担して，その指定
場所に到着した貨車に積込まれている（on　bOard）状態で約定品を買主へ引渡
すという内容の持込渡条件もあらわれた。他方，C．I．F．やC。＆F．は，第一
次大戦の頃迄はブリティシュ・コソトラクトという別名で呼ばれていた位に新
しい慣習なので，F．0．B．のように多岐にわたる変化は生じていなかった。し
たがって，特にF．0．B．という用語の使い方や解釈をめぐって，アメリカ商
人との貿易取引においてトラブルがしばしば生じた。
　そこで，全米貿易協会（NatiOnal　Foreign　Trade　Coun・il，Inc一）は，1914年の
創立時より毎年ニューヨークにおいて全米貿易会議（Nati㎝・1Foreign　T・ad・
ConventiOn）を開催してきたが，1919年に開催した全米貿易会議で「輸出価格
条件の定義」（De丘nitions　of　Expo並QuotatiOns）を採択した。これには，（1）F．
O．B．，（2）F．A．S．，（3）C．I．F．，（4）C．＆F．の4種の標準定義が規定されてい
るが，F．0．B．については更に次の7種に細分して，それぞれの標準解釈が述
べられている。
　これら7種のF．O．B．は三つに類別される。第1類は指定出荷地において
貨車または艀船に積込んで引渡す条件で，これには（1）F．O．B．（named　point），
（2）F．O．B．（named　point）Freight　Prepaid　to（named　point　on　the　seaboard），
（3）F．O．B．（named　point）Freight　Al1owed　to（named　point　on　the　seaboard）
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が含まれる。第2類は売主が指定海港まで貨車で持込んでそこで約定品を引渡
す条件で，（4）F．0．B．C鉦s（namedpointonseaboard），（5）R0．B．Cars
（namedport）LαL，（6）F．O．B．C肛s（namedport）LighterageFreeの3
種がこれに属する。第3類は指定港において本船上に約定品を現実に積込むま
での費用と危険を売主が負担するr本船渡」条件であるが，これは（7）F．0．B．
Vesse1（named　Po・t）という用語であらわされている。このように，この輸出
価格条件の定義は主としてF．O．B．を中心とした解釈基準であり，またこれ
を採択した上記の会議がニューヨークのイソディア・ハウスで開催されたとこ
ろから，この定義をrF．O．B。に関するインディァ・ハウス規則」（India　House
Rulesfor　F．0．B・）ともいわれるρ
　1919年の定義は輸出価格の採算条件について輸出業者の団体によって作成さ
れたので，その内容はどちらかというと売主にとって有利に解釈されていると
いう不満が輸入業老側からでた。またその後の20年剛こアメリカは名実ともに
世界貿易の指導的立場に立つようになり，貿易取引慣習にも大きな変化が生じ
た。そこで，全米貿易協会，全米輸入着協会（National　COuncil　of　Ameri・an
ImP0「te「s，Inc一一1921年創立）および米国商業会議所（Ch・mbe・of　Commerce　of
th・Unit・d　St・t・・一1912年創立）の合同委員会によって改訂作業が行われ，そ
の成果は，1941年の全米貿易会議において，r1941年改正アメリカ貿易定義」
（Reマised　Ame㎡can　Foreign　Trade　De丘nitions，1941）として採択された。
　この改正アメリカ定義に収められている定型取引条件は，基本的に，（1）Ex
（point　of　origin），（2）F．O．B．，（3）F．A．S．，（4）C．＆F．，（5）C．I．F．，（6）Ex　Dock
の6種であるが，2番目のF．O．B．が次のように6種に細分されている。改
正定義のF．0．B．は4類型に分げられる。第1類は，国内の指定積出地にお
いて売主が約定品を鉄道貨車，貨物自動車，艀船，航空機その他の運送用具に
積込んで引渡提供をする条件で，（1）F・O・B・（mmed　inland　cader　at　named
inland　point　of　depa村ure），（2）F．0．B．（血amed　inland　car1｛er　at　named　inland
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point　of　depaれure）Freig兵t　Prepaid　to（named　poi皿t　of　expo竹ation），（3）F．O．
B．（n…㎜ed　inland　car1jer　at　na皿ed　in1and　point　of　departure）Freight　A11owed
t0（・amed　pOint）の3種を含む。第2類は，売主が指定輸出地までの費用と危
険を負担し，そこに到着した約定品を，運送用具に積込まれている状態で，買
主に提供する条件で，（4）F．0．B．（named　inland　carrier　at　named　point　of　expo・
rtation）がこれに属する。旧定義ではF．0．B．Carsという用語で3種のもの
が規定されていたが，改正定義では，これを貨車だげに隈定せずに拡大解釈し，
F．O．B．だけであらわしている。第3類は指定船積港におげる本船渡条件で，
（5）F．O．B．Vesse1（named　port　of　shipn1ent）がこれにあたる。第4類は，旧
定義になかったもので，輸入国の指定場所まで費用と危険を負担して，売主が
そこに到着した約定品を運送用具に積込まれている状態で，買主に提供する取
引条件で，（6）F．O．B．（named　inland　point　in　c㎝ntry　of　importation）という。
この最後のF．O．B．は，例えばアメリカの輸出者が日本の買主にF．O，B．
Yokohama条件を示したときは「着船渡」と同じような意味になり，F．O．B．
Matsumotoというときは「持込渡」と同義に解される。
　イ1■コタームズと同様，アメリカ貿易定義は取引慣習の解釈基準であり，法
律上の資格を有するものではない。そこで，同定義の緒言において，売買当事
考に対してこの改正定義を売買契約の一都として採択することに同意するよう
勧告し，そうすれば以後この改正定義が当事者を法律上拘束することになると
述べている。解釈基準として広く一般に利用されうるには，その内容ができる
かぎりup・to－dateであり，かつ貿易関係者により容認されるようなものでな
ければならたい。1941年の改正から20年以上経過したこと，この改正にあたり
輸入業者の団体が積極的であったが，その結果は，輸入採算条件が追加され，
買主にとってやや有利な内容であるとの声が輸出業者側から聞かれること等を
理由に，1960年代にいたって再度これを改訂する決定がなされた。しかし，ア
メリカ統一商法典（Unifom　Commercia1Code）がその後次第に各州で採択され，
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1968年にはルイジアナ州を除くすべての州・准州がこれを採択し，この中に
F．O．B．，F．A．S．，C．I．F．，α＆F．，Ex　Shipなどに関する規定が含まれてい
るところから，民間団体があえて解釈基準を改訂し刊行する意義がなくたっ
た。また，インコタームズに採択されている用語とアメリカ貿易定義のそれと
が用法・解釈を異にするが，アメリカの世界貿易に占める指導的立場を考える
とき，アメリカが新しい定義を発表することは国際貿易取引に混乱の波紋をひ
き起すおそれがある。これらの理由から，1969年にイスタンブールで開催され
た第22回I．αC、総会において，アメリカ国内委員会代表からアメリカ貿易定
義の改正を今後行わぬ旨の発表がなされた。胸
3）1932年ワルソー・オックスフォード規則
　国際法協会（Intemati㎝al　Law　Ass㏄iahOn；ILA）は1873年ロソドソに設立さ
れた民間機関で，国際公法および国際私法の研究，比較法研究・法律衝突の解
決に関する提案，法律の統一化および国際理解と親善の促進を事業活動とす
る。主要成果としては，共同海損の精算に関するr1950年ヨーク・アソトワー
プ規則」（the　Yo・k・Antwerp　Rules，1950），1921年の船荷証券に関するハーグ規
則の原案起草などがある。後者はその後数回にわたって討議され，その最終案
がブラヅセル外交会議に上程された。その結果，1924年8月25日にブラッセル
で署名されたr船荷証券に関するある規則の統一のための国際条約」（Intemか
tiona1Convention　for　the　UI〕拙cation　of　ce並ain　Ru1es　relating　to　BiIls　of　Lading）
が成立した。わが国は昭和32年にいたってこの条約を批准し，同年6月r国際
海上物品運送法」を制定公布し，昭和33年1月1日から施行している。
　国際法協会が海上貿易におげる売買慣習の国際的統一を議題としてとりあげ
たのは，1926年に開催された同協会のウィーソ会議であった。その決議にもと
づいて，C．I．F．契約に関する統一規則を起草する委員が選任され，その草案
が1928年のワルソー会議に上程されて，「1928年ワルソー規則」（Warsaw　Ru1es，
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1928）が採択された。このC．I．F．契約に関する規則は，全文22ヵ条の規則か
らなっており，イギリスのC．I．F．債習とこれに関する判例にもとづいて作成
された。I．C．C．の定型取引条件委員会ぼこのワルソー規則に関心を示し，こ
れに対する各国内委員会の意見を求めた。特にアメリカとドイツから修正案が
提出された。そこで，1930年に開かれた国際法協会のニューヨーク会議でこの
規則を改正することが決定しれI．C．C．の強力な支援によって，1931年10月
にワルソー規則改正草案ができあがり，これが翌1932年にオックスフォードで
開催された会議に上程され，討議を重ね修正されて，「1932年ワルソr・オッ
クスフーオド規則」（Warsaw・0妊ord　Ru－es，1932）が採択されるにいたった。ワ
ルソー・オックスフォード規則は，C．I．F．契約を結ぶことを考えている当事
者で，標準契約書式または一般取引条件協定書をもたない者に対して，任意に
採択しうるような統一的解釈基準を提供する。したがって，上記のイソコター
ムズやアメリカ貿易定義と同様に，契約当事老の合意によって，その契約がワ
ルソー・オックスプォード規則に従って解釈さるべき旨の条項を明示的に規定
する場合にのみ，そのC．I．R契約の当事者の権利義務を定めるものとみなさ
れる。㈱
注（1）I．C．C．，ω物舳C滅o㈱”〃P榊c伽力7Co刎刎肋ぬ1ηo伽刎例勿ηCκ∂炊，
　　Br．151，Paris，1951．
　（2）　I・C・C・・σ〃吻〃物C㈱勿〃80挽∂P”囮oガ02一危r　Do㎝〃肋勿ηC”邊”お，Br・222，
　　Paris，1962．
　（3）　I．C．C．，0≡”殉舳C洲まo刎8α〃∂P〃6加02カグ刀o伽刎例肋ηCκ〃お，Pub．290，
　　Paris，1974．
　（4）　I．C．C．，τ畑幽丁2舳∫，（London　Cong］＝ess＿＿1921），Br．8一
　（5）丁他此乃舳∫1〕功惚槻o郷の第2部「各国解釈比較表」は，1923年（犬正12年）
　　に日本経済連盟会から「世界各国二於ル商業用語ノ解釈」という表題で原文と一緒
　　に刊行されたとい㌔上坂酉三「貿易憤習」昭和34年，44頁，注（2）参照。
　（6）　I．C．C．，τ刎カT〃刎5，Br．68，Dec．1929．
　（7）上坂酉三「貿易取引条件の研究」昭和13年，328頁。
　（8）　I・C・C・，1〃ω勿〃〃∫1936・Br・92・P戸ris・1936・
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（g）I．C．C、，1刎oま2舳s1953，Br．166，Paris，1953。改訂の資料については，朝岡
　良平「現代国際商慣習の概念と形成」（早稲田商学第248号，昭和50年2月）253頁，
　注⑬を参照。
⑩　I．C．C。，T〃幽肋〃閉∫，Doc．16，Paris，1953．
⑪　I．C．C．，1〃加〃〃あo閉α1五〃ω力r肋θ1械2ψ〃伽あo地〆肋3τ2〃〃ポI．“Delive・
　red　at　Frontier．．．（named　place　of　delivery　at　frontier），”II．“Delivered．．．
　（named　place　of　destination　in　the　countW　of　importation）duty　paid，”Br．
　“dp，”Paris，1967．
⑫U．S．Dept．of　Commerce，肋抑㎜o〃伽亙助o〃τ刎6θ，Washingt㎝，D．
　C．，1920，p．147．上坂酉三「統一国際売買規則の研究」昭和11年，204頁。上坂酉
　三「貿易慣習」昭和34年，48頁。中井省三，前揚書，5頁。
㈹　1919年のF．O．B．に関するインディァ・ハゥス規則については，上坂酉三「統
　一国際売買規則の研究」昭和11年，193～237頁参照。1941年改正アメリカ貿易定義
　の原文・訳文は，上坂酉三「国際貿易条件基準」昭和30年，161～197頁に坂録され
　ている。アメリカにおけるF．0．B。慣習の研究については，上坂酉三「貿易慣習」
　昭和34年，工53～201頁を参照されたい。
⑭　ワルソー・オックスフォード規貝uの序文を参照。なお，同規則の詳細な研究につ
　いては，上坂酉三「統一国際売買規則の研究」昭和11年，5～8頁および19～192
　頁を参照されたい。
6．結　　　　　語
　以上，貿易契約の標準化の方法とこれに対する4分の3世紀間の成果の概要
を述べた。古い順からみると，第1は，19世紀後半にはじまる同業考組合の標
準契約書式であるが，これは代替商品一特に農産物の取引に関するものが主
である。これには若干の欠点がみられるので，ECEのような国際的機関が国
際的な標準契約書式または一般取引条項を作成することが望ましい。しかし，
現段階において利用しうるものは穀類，果物，木材などごく少数しかなく，他
にプラソト輸出に関するものがある程度である。これらは1951～1964年に刊行
されたもので，その後の活動はあまり聞かない。第2は，取引慣習の解釈の統
一化であって，1919～1936年の間に活発な運動が国際的に展開された。19世紀
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に醸成された諸制度を背景として，第一次大戦頃から急速に新しい形態の貿易
取引が一般に行われるようになったことが，このような解釈基準の必要性を痛
感せしめたのであろう。第二次大戦後，1941年にアメリカ貿易定義が，1953年
にはイソコタームズが改正されたが，戦前におげる一種の熱狂的な統一化運動
に比べると，戦後の解釈基準に対する統一化運動は冷却したように思われる。
信用状統一規則が1951年，1962年，1974年というように，ほぽ10年間隔で改訂
されてきているのに対して，例えば，イソコタームズは1953年に改訂されたま
まである。第3の国際物品売買契約に関する諸条約は，戦前からその準備が進
められてきたとはいえ，1950年代以降になってやっとその活動が表面化してき
た段階で，その努力にもかかわらず，成果を期待するのはまだ遠い将来のよう
に思われる。
　さて，昭和50年度のわが国の貿易は，本年1月の見通しでは輸出額670億
ドル（前年度比15．5％増），輸入額618億ドル（同14．2％増）であったが，6
月末の実績は輸出額が6％，輸入額が0．6％の伸びにとどまり，更に，世界的
不況の長期化を反映して，10月上旬の閣議では昭和50年度経済見通し改定試算
において輸出額555億ドル（前年度比3．1％減），輸入額505億ドル（同5．3劣
減）と大幅に下向き改定とたった。このような時代においては，輸出売上高を
伸ばす努力をもちろん否定するつもりはないが，それよりも，むしろ輸出クレ
ームを未然に防ぐ努力の方が夫切であろう。昭和49年におげる輸出契約件数が
約300万件として，1件当りの金額は平均18，500ドルである。昨年の輸出クレ
ーム金額合計（1，000ドル以上のもの）が81，048千ドルということは，約4，380
件の契約に相当する金額である。この他に，商品の取替え，値引き，1，000ド
ル以下の損害賠償金麦払等の方法によって解決されたクレームが3倍近くある
と考えると，クレーム防止の間題を真剣に解決する努力をしなければならな
～・。
　クレーム防止については，種々の方法が考えられよう。しかし，昨秋あたり
　フ34
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から，契約内容の不備あるいは基礎知識欠如に起因すると思われるクレームが
急増していると聞いている。わが国の輸出売買契約の実態を知り，あわせて貿
易契約の標準化の現状を考えると，このような事態を単に輸出担当者のみの責
任として放置することはできない。もちろん，輸出取引に携わる企業や担当者
の自覚と努力がなければ改善を期待することは難かしい。けれども，商工会議
所，貿易協会，あるいは国際商事伸裁協会のような貿易業界を指導する立場に
ある機関が，数種の標準的輸出売買契約書または一般取引条項を作成L，これ
にもとづいて契約締結・履行に関する指導を積極的に行うことが望ましい。こ
れらの標準的契約書式や一般取引条項は，ECEのそれと同じく何んら強制力
を有するものではなく，あくまでも契約当事老の任意採択による利用を原貝uと
し，また必要ならば，当事者が自由に一部の条項を削除・修正・追加しうるも
のである。しかし，貿易契約に関する予防法学的知識を持たないと，せっかく
用意した標準契約書式や一般取引条項を十分に活用しえぬおそれがあるので，
ただこのようなものを作成するだけで終るのではなく，その正しい利用方法に
ついてきめの細かい指導が大切である。いずれにせよ，現行の貿易取引慣行に
ついての反省と勉強にとって，今日のような不況はまたとない機会であり，ま
た正しい知識と理解を養うことは，次の好況時の飛躍的活動に対する不可欠な
準備であると考える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1975年10月）
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